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事務事業名 精神保健福祉事業 事業番号 011-210

担当部署名 健康福祉 健康 精神保健

令和３年度　事務事業評価シート（１）

[ 令和2年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

4

事業の概要

Ⅰ．基本情報

無 取組      ―     

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略

取組の方向性 ―

   ―   ターゲット

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値

無

―

―

―

施策― 　―　

実施根拠
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律・災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）活動要領

（根拠法令、条例等）

指標名 ―

2 関連計画

事業開始年度 平成 18

無 現状値 ― 目標値 ―

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

有・無

寄与

する

KPI

ゴール

有・無 指標名

事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

点検年度 令和 7 年度

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

①堺市内の精神病床を有する精神科病院等（5病院）（精神科病院実地指導）

②被災地等（災害派遣精神医療チーム（DPAT）の整備）

公民連携・協働事業

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

①人権に配慮した適正な精神医療を確保する（精神科病院実地指導）

②被災地等への精神医療チームの派遣（災害派遣精神医療チーム（DPAT）の整備）

5

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

①精神科病院への実地指導等（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律）

・適正な精神医療の提供及び精神障害者の人権に配慮した処遇が行われているかを確認。（堺市内、年1回）

・改善が必要な場合に指導を行う。

・精神科医療機関における療養環境を確認し、人権に配慮した医療提供体制の実践情報等について検証を行う（精

神科医療機関療養環境検討事業・・・大阪府・大阪市との共同事業）。

②災害派遣精神医療チーム（DPAT）の整備（大阪府・大阪市との共同事業）

・大規模災害に備え、災害派遣精神医療チーム（大阪DPAT）を組織する。

・活動する人材を育成するため、国で定められた内容の研修を実施する。

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 大阪府

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
実績 目標 目標

精神科病院実地指導件数 件

目標値 5 5 5 5

当該指標を選定した理由
適正な精神医療の提供及び精神障害者の人権に配慮した処遇が行われているか、実地に確認・指導できる

場であるため。

令和元年度 令和2年度 令和3年度
災害派遣精神医療チーム（DPAT）

研修参加者数

（大阪府・大阪市との共同実施）

人

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和7年度 

点検年度

100%

目標値の設定根拠・算出方法 堺市内の５医療機関に対して指導監督（実地指導）を行っている

実績値 5 5

達成率 100%

実績値 45 0

達成率 90% 0%

当該指標を選定した理由
災害派遣精神医療チーム（大阪DPAT）として活動する人材を養成するための研修であり、大規模災害に

備える必要があるため。

目標値の設定根拠・算出方法 こころのケアについての災害時対応や知識向上を目的とした研修会への参加者数

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 50 50 50



（ ）

14

15

事務事業名 精神保健福祉事業 事業番号 011-210

令和3年度　事務事業評価シート（２）

13

項　　　目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

Ⅲ．投入量
事業コスト （単位：千円）

事業費  (a)

0 0 0

市債 0 0 0 0 0

決算 決算 予算 決算 予算

財

源

内

訳

国支出金 0 0 82

1,363 845 1,200 709 1,109

82 179

府支出金　 0 0

受益者負担金(使用料、手数料等）　 0 0 0 0 0

00 0 0 0その他

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 7,923 7,325 7,760 5,629 7,669

事業費の内訳 （単位：千円）

一般財源 1,363 845 1,118 627 930

人件費  （ｂ） 6,560 6,480 6,560 4,920 6,560

16

事

業

費

内

訳

項　　　目 年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

6

R2 決算 67 67

R3 予算 20 20 R3 予算

R2 決算 12 12

附属機関委員報酬
R2 決算 153 77

その他使用料及び賃借料（枠）
R2 決算

事業費

1

R3 予算 174 87 R3 予算 6

普通旅費（枠）
R2 決算 3 3 災害派遣精神医療チーム

（DPAT）体制整備事業負担金

R2 決算

その他報償費（枠）

R3 予算 280 216 R3 予算

R3 予算 384 384 R3 予算
消耗品費（枠）

R2 決算 409 409 決算

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

② 上記①にかかる年間経費 千円

備考（算出についての説明等） 災害派遣精神医療チーム（DPAT）体制整備事業（大阪府、大阪市との共同事業）に係る負担金及び人件費を計上

通信運搬費（枠）
R2 決算 63 57 R2 決算

① 災害派遣精神医療チーム（DPAT）研修参加者数 人

Ⅳ．事業の効率性
単位当たり経費

17

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19

①精神科病院職員による事件を背景に、厚生労働省から、実地指導における聞き取り調査の強化等、虐待の実態把握の徹底に努めるよう通知が

出されており、病院への実地指導については、入院患者の人権擁護や療養環境の向上に重要なものである。

②災害派遣精神医療チーム（DPAT）は、大規模災害時等においては、被災地域の精神保健医療機能の一時的な低下や災害ストレス等による

新たな精神的問題が生じる等、精神保健医療への需要が拡大することから、当該地域に専門的な研修・訓練を受けた精神医療チームを派遣し継

続的に支援することは、被災した地域だけではなく、当市で大規模災害が発生した際の精神保健医療の確保にも寄与するものである。

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18

①精神科病院への実地指導について、市内の精神病床を有する全病院に対して実施した。精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づい

た適正な精神医療の提供及び精神障害者の人権に配慮した処遇が行われているかを確認し、必要な指導を行った。新型コロナウイルス感染症の状

況下においても、精神障害者の人権に直結するものであるため、実施にあたり感染症対策と医療機関の負担に留意しながら、必要な調査を効率的に

実施した。

②災害医療派遣チームの研修については、主な参加者が医療従事者であるため、令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の状況を鑑みて中止とし

た。令和3年度の人材養成については、他府県の実施状況も踏まえて実施に向けて検討する。

予算

精神科医療機関療養環境検討

事業負担金 115 115

1 1

34 17

R2

96 85 R3 予算

単位区　　分 令和元年度

45

1,267

28,156

令和2年度

0

1

R3

うち

一般財源

1


